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２  食事の提供 

１ 児童福祉施設における食事の計画、提供及び評価・改善 

食事の提供に当たっては、子どもの①発育・発達状況、健康状態・栄養状態に適していること、②

摂食機能に適していること、③食物の認知・受容、嗜好に配慮していること等が求められる。より良

い状態を目指して、子どもの特性を正しく把握し、実施状況を評価し、一連の業務内容の改善に努め

ることが望ましい。そのためには、次のような手順で進めることが大切である。 

① 子どもの発育・発達状況、栄養状態、生活状況等について実態を把握（アセスメントの実施）

し、その結果を分析、判定して栄養管理の目標を明確にする。目標を実現するため、提供する食

事の量と質についての計画（食事計画）を立てる。 

② 食事計画に沿って、提供する食事についての具体的な計画を立て（献立作成）、調理時の品質   

管理を行う。 

③ 適切に計画が進行しているか途中の経過を観察し(モニタリング)、計画どおりに調理及び食事

の提供が行われたか評価を行い、適切に進んでいなかったら計画を修正する。一定期間ごとに、

摂取量調査や子どもの発育・発達状況について再度把握し、一定の期間で実施し得られた（変化

した)結果を目標と照らし合わせて確認する(評価)。 

④ 評価結果に基づき、食事計画を見直すとともに、献立作成など一連の業務内容の改善を行う。 

 

 児童福祉施設における食事の提供は、献立作成、調理、盛りつけ・配膳、喫食等、各場面を通し  

て関係する職員が多岐にわたるため、施設全体で取り組むことが不可欠であり、そのためには管理栄

養士・栄養士といった栄養の専門職のみならず、様々な職種の連携が必要である。このため、定期的

に施設長を含む関係職員による情報の共有を図り、食事の計画・評価を行うことが必要である。 

児童福祉施設には、管理栄養士・栄養士が配置されていない施設もある。このような施設において

は、自治体の児童福祉施設の担当課等と連携する等により、子どもの適切な栄養管理に取り組むこと

が重要となる。また、この場合には、自治体の児童福祉施設の担当課等は、あらかじめ、各施設の職

員と連携し、食事の提供に関する情報を得る仕組みを作り、配慮すべき事項に対して、情報の流れ、

対応方法、保護者との打ち合わせの取決めなどについて確認しておく。各施設は、自治体の相談先を

確認し、担当者と関係作りをしておくことが重要である。 

 

２ 食事計画と評価における「日本人の食事摂取基準（2010年版）」の活用 
施設で提供する食事のエネルギー及び栄養素量は、食べる子どもに適していること、すなわち子ど

もの必要量に見合うものでなければならない。ついては、一人一人の栄養管理が必要となる。子ども

を集団として捉えながら、体調不良や食物アレルギー、障害のある子ども、虐待を受けた子どもなど、

特別な配慮を必要とする場合など必要に応じて個人対応できるように考えていくことが求められる。 

  子どもの特性に応じて提供することが適当なエネルギー及び栄養素の量（給与栄養量）の目標を設

定し、食事計画の策定及び評価を行う際には、「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」１）を参考とす

る。 

  食事計画の策定を目的として「食事摂取基準」を活用する場合には、施設や子どもの特性に応じた

適切な活用を図る。この際の作業手順の基本的な考え方や、給食管理を目的として食事摂取基準を用

いる場合の概念については、「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」(ｐ33－38、表 19、表 20)を参考

とし、エネルギー、各栄養素及び指標の特徴を十分理解して活用することが必要である。 



11 
 

３ 衛生管理 
（１）食事の提供における食中毒の予防のための衛生管理 

食事の提供で、提供する食べ物が安全であることは大前提である。しかし、毎年、食中毒の発  

生が報告されている２）。乳幼児は、いったん食中毒に罹ると重症化しやすいことから､児童福祉  

施設における食事の提供にあたっては、衛生管理を向上させ、食中毒の発生防止に努める必要が

ある。 

   集団給食施設等における食中毒を予防するために､HACCP の概念に基づき、大量調理施設衛生管  

理マニュアル３）（以下、「大量調理マニュアル」とする。）が平成９年に作成された。現在の大

量調理マニュアルは平成 20 年に改正されたものである。大量調理マニュアルは、同一食材を使用し

１回 300 食以上又は１日 750 食以上を提供する調理施設に適用されるものであるが、社会福祉施設等

における食中毒を予防するため、この要件に該当しない社会福祉施設等についても、可能な限りマニ

ュアルに基づく衛生管理に努められることが望ましいとされている４）。 

  また、平成９年当時、厚生省が作成した「家庭でできる食中毒予防の６つのポイント」５）は、重要

管理点（CCP）で管理すべき事項と一般的衛生管理で管理すべき事項を「大量調理マニュアル」よ

り平易な言葉で示した指針である。HACCP に関する簡単な解説もあり教育用の素材としても活用で

きる。 

衛生管理の向上のため、日々の衛生管理状況を記録することは重要であるが、単に記録を増やすこ

とは賢明ではなく、危害の発生防止に必要な記録とは何かを理解し、適切な記録をつけることが重要

である。 

 
（２）乳汁栄養に関する衛生管理 

① 調乳 

乳児用調整粉乳（育児用ミルク）を用いる場合には、衛生上の観点から特に以下の点に留意

する必要がある。 

 

○乳児用調製粉乳の調乳に当たっては、使用する湯は 70℃以上を保つこと。 

（注）高温の湯を取り扱うので、やけどに注意すること。 

○調乳後２時間以内に使用しなかったミルクは破棄すること。 

 

乳児用調乳粉乳の製造工程を無菌にすることは困難であり、開封後も病原微生物に汚染され

るおそれがあることから、上記の点を守る必要がある。諸外国において乳児用調整粉乳を介す

るエンテロバクター・サカザキ (Enterobacter sakazakii)による健康被害が報告されたことか

ら、その対策として世界保健機関（WHO）及び国連食糧農業機関（FAO）が 12 か月齢以下の

乳児を対象としたガイドラインを作成した６）（2007 年）。これを受け、厚生労働省からガイド

ラインの全訳が公表されている７）。 

詳細については以下の資料（厚生労働省ホームページ）を参照されたい。 

・ 乳児用調整粉乳の安全な調乳、保存及び取扱いに関するガイドラインについて（平成19年6月4日） 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/qa/070604-1.html 

・ 育児用調製粉乳中の Enterobacter sakazakii に関する Q&A(仮訳) 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/qa/050615-1.html 
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哺乳ビンを用いた粉ミルクの調整方法については以下にまとめる。 
1. 粉ミルクを調乳する場所を清潔・消毒します。
2. 石鹸と水で手を洗い、清潔なふきん、又は使い捨てのふきんで水をふき取ります。 
3. 飲用水を沸かします。電気ポットを使う場合は、スイッチが切れるまで待ちます。鍋

を使う場合は、ぐらぐらと沸騰していることを確認しましょう。  
4. 粉ミルクの容器に書かれている説明文を読み、必要な水の量と粉の量を確かめます。

加える粉ミルクの量は説明文より多くても少なくてもいけません。  
5. やけどに注意しながら、洗浄・殺菌した哺乳ビンに正確な量の沸かした湯を注ぎます。

湯は 70℃以上に保ち、沸かしてから 30 分以上放置しないようにします。  
6. 正確な量の粉ミルクを哺乳ビン中の湯に加えます。  
7. やけどしないよう、清潔なふきんなどを使って哺乳ビンを持ち、中身が完全に混ざる

よう、哺乳ビンをゆっくり振るまたは回転させます。  
8. 混ざったら、直ちに流水をあてるか、冷水又は氷水の入った容器に入れて、授乳でき

る温度まで冷やします。このとき、中身を汚染しないよう、冷却水は哺乳ビンのキャ
ップより下に当てるようにします。  

9. 哺乳ビンの外側についた水を、清潔なふきん、又は使い捨てのふきんでふき取ります。 
10. 腕の内側に少量のミルクを垂らして、授乳に適した温度になっているか確認します。

生暖かく感じ、熱くなければ大丈夫です。熱く感じた場合は、授乳前にもう少し冷ま
します。  

11. ミルクを与えます。  
12. 調乳後 2 時間以内に使用しなかったミルクは捨てましょう。 

 
注意：ミルクを温める際には、加熱が不均一になったり、一部が熱くなる「ホット・スポッ

ト」ができ、乳児の口にやけどを負わす可能性があるので、電子レンジは使用しない
でください。 

 

② 冷凍・冷蔵母乳の取扱いについて 

冷凍・冷蔵母乳を用いる場合には、搾乳時、家庭での保存（温度管理の仕方）、家庭からの運

搬の仕方等に関する留意点について、あらかじめ保護者と十分な打ち合わせを行い、衛生に十

分配慮する。家庭からの搬入に際しては、滅菌済みの冷凍母乳保存袋を利用し、示された手順

どおりに乳首の消毒、搾乳をすることが重要であると考えられる。また、施設内でも、冷凍・

冷蔵母乳の受け取り後の扱い、保存方法、解凍の仕方等についての手順を定め、関連する職員

の間で認識を共有し、衛生的な取り扱いについての体制を整えることが重要である。 

 

（３）調理実習（体験）等における食中毒予防のための衛生管理の留意点 

クッキング保育や児童養護施設等での居室等での調理等、厨房以外での調理の際には、食

中毒予防のための衛生面及び安全面への十分な配慮が必要である。厨房以外での調理におい

ては、設備の制約があることや、子どもへの衛生的な取扱いについての指導等、十分な配慮

が必要とされる。 

調理実習を行う際には、計画の段階から、衛生面・安全面への配慮が必要であり、施設の  

職員全体の合意と連携を図る必要がある。管理栄養士・栄養士等は、衛生面・安全面のリス

クを回避するための方法やポイントを職員間で共有するための役割を担うことが大切であ

る。また、各施設で、調理実習に当たっての注意すべき事項をチェックリストにして、実施

に関わる全職員で確認しあうことが重要である。 

なお、施設の実情、対象となる子どもの年齢・能力等に応じた衛生管理が求められること

から、画一的な対応とならないよう注意が必要である。 
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